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1.は じめ に
　日系企業の中国進出は、80年代の初期段
階から数え、第1次、第2次進出ブームと言
われる時代 を経て、既に20数年の歴史があ
る。現在、2万社を超えると言われる中国進
出の 日系企業は、時には反 日デモ、SARS
など、大きな時代のうねりや障害に翻弄され
なが らも、大 きく成功を成し遂げた企業も多
い。現地経営の視点からして、現地化は中国
ビジネス成功のための最も有効な手段の一つ
として認識されて久しいが、欧米系や近頃は
韓国系に比べてもその程度は低いと言われて
いるレベルに留まっている。多くの日系企業
にとって、これが難しい課題であるのは事実
である。
　綜研化学(蘇州)有 限公司は、親会社であ
る綜研化学㈱の100%子会社 として、中国蘇
州に進出して、来年で設立10周年を迎える。
現在、114名の従業員のうち、日本人はたっ
た2人であり、純粋に日本人の数だけで論ず
ることではないが、当初から現地化を意識
し、それが実となって、一定の成果を上げて
いるところもある。ここでは、当社の事業展
開を振 り返りながら、現在までの取 り組みに
ついて紹介したい。
2.会 社の紹介
綜研化学株式会社(SOKEN　Chemical
&Engineering　Co.Ltd.)
本社所在地　〒171-8531
　　　　　 東京都豊島区高田3-29-5
設 立1948年9月2日
代　表　者　代表取締役社長　逢坂 紀行
資 本 金33億6,156万円
業 務 内 容　粘着剤、微粉体、機能性樹脂
　　　　　 及び粘着テープの製造 ・販売、
　　　　　 装置システムの設計 ・建設及び
従業 員数
売上見込み
販 売
連結:973名、単 体:230名
(2012年3月31日現 在)
連 結:246億円 、単 体:157億円
(2012年3月期)
綜研化学(蘇州)有限公司
所 在 地 江弥省芳州市芳州工並國区
　　　　　 星尤街271号
設 立2002年5月17日
形　　　態　綜研化学株式会社の100%出資
　　　　　 の子会社
事 業 内容 化成品の製造販売、輪出入、研
　　　　　 究開発及び技術サービス
主 要製 品　①機能性樹脂
　　　　　　　(DFR樹脂、その他機能材)
　　　　　 ②有機微粉体(PMMA、　PSt)
3.綜研化学㈱初の100%出資子会
　　社として中国進出
　綜研化学と中国の関わりは、先代社長であ
る中島敏の時代の1980年代に遡 り、当時は
学協会等を通じた技術交流を通 しての中国研
究がメインであった。1990年代 に入ると、
2代目社長の中島幹が長年の日中化学工学会
の交流から築いた人的ネットワークがきっか
けとなり、実際の中国ビジネスがスタートし
た。寧波には粘着テープの会社、北国の盤錦
には熱媒体油を扱う会社、そして常州にはそ
の油を熱媒 とする重油ボイラを扱う会社な
ど、次々と会社設立を行った。これらは、全
て中国パー トナーとの合弁であり、寧波は国
策会社であるCITICとの半分ずつの合弁、
盤錦は遼河油田という半ば 「役所」とのほぼ
半分ずつの合弁、そして常州は郷鎮企業への
ライセンス供与の合作という形で、この時期
は、中国事業を中国パー トナー相手との共同
ビジネスとして進めながら、中国ビジネスの
勉強の時代でもあった。数多い失敗もあった
が、成功体験も多数重ね、手応えも覚えるよ
うになったところで、いよいよ2002年、蘇
州工業園区に独資で会社を作ることになっ
た。これらの話は、当社の会長でAIBS学
会理事でもある中島幹が、2010年3月に、
「中国における4つ の事業展開　　中国社会
の成長 と市場拡大を見据 えた実験　　」の
テーマで、当学会において講演 され、論文に
なっているので、それを参考いただきたい。
本論では、その子会社としての綜研化学蘇州
の事業展開を通じ、現地化を含め、様々な経
験を皆様に紹介する。
　綜研化学蘇州の設立では、立上げは必要な
分だげ階しみなく、日本から各業務のベテラ
ンを担当者 として呼び込み、現地採用のス
タッフと共に、工場と製品の立上げを急いだ
ことに徹 した。工場建設と並行 して、各業務
における現地従業員の採用と製品の早期立ち
上げ作業を行い、初代総経理の強権を振るい
ながらのリーダーシップによって、会社登記
を行ってか らわずか1年 で操業開始、その
後、更に1年 くらいで、生産 も基本的に安定
するに至った。当社は、創業当時から総経理
以下、技術品質の責任者以外の各部門の部門
長を中国の現地のスタッフに任せようという
スタンスを取 り続けてきた。創業当時は現地
人材のスキルや経験も伴っていないので、日
本からの技術部長が基本的に他部門長を兼務
する形を採 り、その後、経験を積んで行 くに
つれ、どんどん任せていくことになった。途
中ですれ違いのため、辞めたりする人もいた
が、今現在になってみれば、創業時とその直
後に採用 した現地スタッフのほとんどが、現
在、綜研化学蘇州のほとんどの部門の部門長
を担当しており、当社を担っている中核に
なっている。
　このような現地化のスタンスを取ってきた
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背景には、当社事業環境の事情がある。冒頭
の会社紹介にも触れているが、機能性樹脂事
業では、日系の大手顧客の中国法人に納入す
るDFR用樹脂がメイン商品で、営業は基本
的に要らない事業であった。この製品はプロ
セスが比較的短いこともあり、品質管理と多
量に生産 したときの不具合件数の低減が主な
仕事となっていて、競争力を上げるための課
題は主に製造サイドにあった。もう一方の微
粉体事業では、当時は中国に市場がまた形成
されておらず、主な市場は日本と韓国台湾で
あった。蘇州の第一の役割としては、口本品
質のものを、安価に製造 し、日本本社に販売
することであった。ただ、この製品はプロセ
スが長く、日本でも歩留まりを上げるのに、
かなり苦労したものであり、中国蘇州でそれ
を、品質を保つと同時に歩留まりを上げて安
価にすることはかなり難しかった。樹脂事業
同様、粉体事業でもやはり、現地従業員の現
場スキルを磨いて行 くしかなかったので、如
何にしてそれができるか、どことん試行錯誤
を続けた。それと同時に、微粉体事業では、
中国市場の発展をある程度予測していたの
で、将来につなげるために、現地の営業部隊
を作 り、2004年頃から市場展開を始めてい
た。現地営業となると、ここは絶対に現地の
人でなければいけない場面がたくさんある。
現在、我々蘇州の微粉体事業においては、中
国国内向け販売が日本向け販売をはるかに超
えた形で伸びていて、今後もますます大きく
なって行く段階にある。当社の競合先に日系
他社があるので、詳細は控えさせていただく
が、現地化で先行したことが、最終的に中国
市場で圧倒的な存在感を築く決め手となって
おり、この経験は我々にとっても、とても貴
重な財産となっている。
4.現地化の取り組みとそれを通
　　じた心得
　会社設立10年の歴史を振 り返ると、ある
意味で、現地化 と共 に歩んで きた10年と決
め付けても過言ではない。生産性を上げるに
しても、中国ローカル販売にしても、延いて
はスムーズな企業運営及びリスク管理等、ど
ちらをとっても現地化は非常に重要なファク
ターであった。以下に、この10年の取 り組
みの中から、経験して感 じた現地化の幾つか
の手法や心得を紹介するが、ひとつの参考例
として捕らえていただければ有り難い。現地
化はなぜ必要なのか、定着率の考え方、従業
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員の採用、独資会社のアイデンティティに関
する考え方、現地化の意外な効果などについ
て、簡単に述べる。
① 現地化はなぜ必要なのか
　現地化はあくまで、経営の効率を上げ、利
益最大化のための手段であ り、目的ではな
い。手法は様々あるが、やはり信頼と包容が
大事である。従業員の仲間であり同士として
の意欲を引き出せるかどうかにかかってい
る。同じ船に乗った仲間である、延いては運
命を共にした同士である自覚があってこそ、
創造力が働き、能動的な役割が果たせる。そ
れは、ただ幹部社員を中国人に全部変えれば
良いとかの一元的な議論だけではなく、日本
人社員も中国人社員も含めた全体の議論が必
要である。極々当たり前な話であるが、実現
するのが難しい。 しか し真剣にやってみれ
ば、中国の人達は意外に付いて来るものであ
る。
② 定着率はなぜ重要なのか
　一部の労働集約型企業を除いて、多くの日
系企業で製造業の場合は、製品の付加価値が
比較的高いものが多い。原価の細部を確認す
ると、大低の場合は、人件費の部分より、原
材料の部分が重 く、完成品の歩留まりを上げ
る努力が非常に重要なファクターである。歩
留まりを上げるためには、従業員の業務スキ
ルをどんどん一ヒげて行く必要があるが、これ
にはやはり長く勤続してもらい、それによっ
て腕が上がることが往々にしてある。最新の
設備やプロセスを取り入れるのも有効な手で
あり、どんどんそうして行かなければならな
いが、最新の設備でもそれを扱 う人聞のレベ
ルに対する要求が葛く、やはり定着率を上げ
る努力は、どちらの場合でも必要である。当
社の例で言 うと、微粉体製品は、プロセス
上、 どうしても歩留まりが上がらず、2005
年の時点で50%程度だった歩留まりが、技
術開発やプロセス改善等によって2007年に
は60%、2009年には70%、昨年の2011年に
は80%を突破 した。これからもまだまだ上
げる余地があり、努力中であるが、この数年
間で歩留まりが30%も上がったことになる。
上述の技術開発とプロセス改善による歩留ま
りアップの寄与を計算してみたが、せいぜい
15%程度である。残 りの15%の所以が分か
らず、分析を重ねたが、やはり従業員の腕が
上がったことが原因であることに気付いた。
技術系企業の場合、技術改善等に目が行 きが
ちではあるが、従業員の腕もそれと同様に非
常に重要な因子であることを忘れてはいけな
い、ということを、再認識させ られた。腕を
上げるためには、やはり長 くやってもらうし
かなく、定着率の改善は非常に重要なテーマ
である。現地化には、その答えが潜んでいる
と我々は信 じている。
③ 従業員の採用に関して
　地の利もあり、会社周辺の地元出身者を多
く採用したが、やはり定着率の面では、かな
り有効であった。この点は、元々蘇州の地元
出身ではなかったが、後から蘇州に来て、結
婚して定着 した人も一緒である。従業員の採
用でよく分かったのは、採用して最初の1年
間はやはり不安定である。まず、初任給はそ
れ程多 くはないので、それに不満を覚えやめ
るケースが多い。また、しばらく業務の経験
をしてみて、やはり3交代の化学工場で働く
気にならないケースもある。ただ、何 とか1
年を超えて耐えて行 くと、業務にもなれる
し、昇給等によって給与が上がって行 くこと
を実感することになる。また、仲間意識も深
まって行 くので、離れにくくなって行きます
が、これが2年 も3年も続くと、ますます離
れにくくなる仕組みになっているので、3年
以上勤続の従業員の定着率はほぼ100%を誇
る。
　給与形態については、多くの日系企業と同
様、最初から高額の給与で人を雇ったりする
ことはあまりしない。もちろん、特別な職種
や人材については、別ではあるが、一般的に
はしっかりした給与体系があり、それに基づ
いて、人材採用をする。初任給は普通であ
り、中国ローカルよりは高いかもしれない
が、欧米系等に比べるとやはりやや低いレベ
ルである。但し、かつかつした競争的な仕事
環境ではなく、チームワーク重視、協調重視
の社内文化が底辺にあり、当社の給与体系を
支えている。給与の面で差を付けるといって
も、職歴、業務成績、周囲の評価等を総合的
に加味し、毎年夏場に約1/4程度の社員の給
与調整を行っており、毎年の定昇に合わせ、
小幅な給与調整をこまめに行っているが、こ
のことは意外と効果が高い。
福利厚生での工夫も、従業員の安定化を図
るためには、とても重要なファクターであ
る。我々は、このためにちょっと一工夫をし
た。綺麗なシャワー室、食堂、喫煙室、活動
室及び自動販売機(補助金付き)の設置など
を実施したが、とても効果的である。
　全体的平均で見れば、同業他社とはほぼ同
レベルの給与水準であるが、企業文化 と上記
のような給与体系、福利厚生、及び皆さんの
努力によるものであって、これらはすべて従
業員の定着率の向上につながっている。
④ 独資の会社は、時には日系企業であり、
　時には中国企業でもある!
　 まず、世間一般として、100%独資企業と
いうと、文字通 り、日本人がその利益を独り
占めするイメージとして捕 らえがちである
が、実際は勘違いしている部分が多い。私た
ちの企業も含め、多くの日系企業 もそうであ
るが、中国現地の企業活動で発生 した税金
(法人所得税に加 え、様々な増値税、所得
税、固定資産税、…その他もろもろ)や支出
費用の総額を計算 してみると、昂資者である
親会社が事業を通 して取得 した技術使用料や
配当そのものの総額とほぼ同等である。これ
には現地従業員の雇用に伴う給与は含まれて
おらず、雇用機会を数多く提供している点も
含めれば、紛れもなく中国企業である。少な
くとも日系企業であると同時に、中国企業で
もある。従って、客先に対しては、日系企業
であることを強調 し、製品やサービスの品質
にプレミアムをつけることが有効であると同
時に、当局や従業員および世間一般に対して
は、中国に定着し、中国の社会に貢献 してい
ることなどから、紛れもない中国企業である
ことを、数値化や情を以ってアピールし、世
間の認知を改めた上で、それを以ってリスク
管理の一環として組み入れる必要がある。少
なくとも、自社の現実的なあり方、立ち位置
を十分理解 した上で、うまくアピールしてい
く強かさが必要と考える。
⑤ 現地化の意外な恩恵その一
　この間の尖閣諸島関連の反日デモの時であ
る。誰もが戦々恐々とする毎日が流れる中、
ス トレ・スがピークに達 したあの9月18日に、
日系企業が集 まる当社周辺のある大手企業
で、一部不満を持つ従業員からなるス トライ
キが発生し、やがて道路に出るデモにまで発
展 した。デモ隊は武装警察に囲まれながら
も、各日系企業の正門の前で呼び掛けを続
け、デモ隊の規模を増やそうと必死であっ
た。デモ隊は当社の200メー トル先まで迫っ
て きてお り、「これは本当にヤバイ1」 と
思ったその時だった。部長会メンバー自らが
自主的に動き始めた。中でキャリアが長い幹
部が、自ら仲間に指示をして、素早く工場正
門のゲー トを閉めると、社有車を含め車を全
部、工場の奥へと移動させ、国旗は降ろし、
現場の責任者は現場に駆け付け、従業員の工
作 と監視に当たっていた。気が利 く利口な社
員をデモ現場付近に行かせ、生の情報を取 り
ながら、万が一の事態に備えていた。後で気
付いたが、周辺の日系企業人事担当の問で
は、普段でも人事情報交換のためのネット
ワークが形成されており、当日は、各社の人
事担当が、このネットワークを生かして、
メールによる 「デモ生中継」と互いへの注意
の呼び掛けもしたようであった。結局、デモ
隊は人数が集まらず、自然消滅 したが、現地
社員自らが主体となって、自分 らの会社を守
るという姿勢が見られたのは、嬉 しい発見で
あった。重要なのは、上述の一連の動きは、
全て総経理そっちのけの自発的なものであっ
た。上述の部長会メンバーでキャリアが長い
幹部社員は、事後報告をして くれたが、「最
悪なことが起きた場合は、従業員一丸となっ
て体を張ってでも会社を守 ります。なぜ な
ら、これは我々の会社だから1」とコメント
を付けて くれた。感無量になった私は、ただ
ただ只管、頷 くばかりであったが、後で彼ら
を褒め称えたことはもちろんのことであっ
た。
⑥　最後に
　当社は日系の独資の会社であるにも関わら
ず、中国の現地社員と共に10年間、一生懸
命頑張ってきた。そして蘇州工業園区の地
に、根をしっか り張 り、114人の従業員 を
持って、収益性も良く、従業員に愛される健
全な会社のあり方を実現した。まだまだ発展
途 ヒにあり、志はもっと高いところにある
が、誇らしげな従業員を思うと、今後の10
年も、とても自信に満ちている。日本人社員
も中国人社員も含めた全従業員を束ね、彼 ら
の心に訴え、今まで以上の強い企業体質を実
現 した上、地元政府への納税額を最大にし
て、従業員の待遇も改善し、そして出資者へ
のリターンも最大にして、誰からも愛される
新たな中国日系企業の姿を実現 したい と思
う。更には、我々の企業活動で得 られた失敗
体験も成功体験も、普遍的なものに訳し、社
会一般でも役に立てるように、発信 して行 き
たい。
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